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and Reorganization Committee: GSRC）によって，



































































































































































も早い社会経済開発の達成（accelerated social and 
economic development），つまり工業化によるで
きるだけ早期の近代化の実現であった［Abueva 














































































































































































































































































ピ ン 共 和 国 の 首 都 圏 地 区（National Capital 
Region: NCR）を新設する」とし，NCR 行政を












































































































［Guillermo and Win 1997, 32-33］。かくして，これ
ら４州によるミンダナオ・イスラム教徒自治区
が正式に発足したのは1990年11月のことであっ

















































要塞集落であったからである［US Bureau of the 






























































































































行政地区 州数 面積比 人口比 行政地区 州数 面積比 人口比 行政地区 州数 面積比 人口比
全国 68 100.0 100.0 全国 73 100.0 100.0 全国 80 100.0 100.0
NCR 0.2 13.1 NCR 0.2 13.1
CAR 5 6.1 1.9 CAR 6 6.1 1.7
Ⅰイロコス 7 7.2 8.2 Ⅰ 4 4.3 5.8 Ⅰイロコス 4 4.3 5.1
Ⅱカガヤンバレー 7 12.1 4.6 Ⅱ 5 8.9 3.9 Ⅱカガヤンバレー 5 8.9 3.4
Ⅲ中部ルソン 6 6.1 10.1 Ⅲ 6 6.1 10.2 Ⅲ中部ルソン 7 7.1 11.0
Ⅳ南タガログ 11 15.8 22.7 Ⅳ 11 15.7 13.6 Ⅳ-A カラバルソン 5 5.4 13.3
Ⅴビコール 6 5.9 8.1 Ⅴ 6 5.9 6.4 Ⅴビコール 6 5.9 5.8
Ⅳ-B ミマロバ 5 9.2 2.9
Ⅵ西ビサヤ 5 6.7 9.9 Ⅵ 5 6.7 8.9 Ⅵ西ビサヤ 6 6.7 7.7
Ⅶ中ビサヤ 3 5.0 8.3 Ⅶ 4 5.0 7.6 Ⅶ中ビサヤ 4 5.0 7.2
Ⅷ東ビサヤ 5 7.1 6.5 Ⅷ 5 7.1 5.0 Ⅷ東ビサヤ 6 7.1 4.4
Ⅸ西ミンダナオ 3 6.2 5.1 Ⅸ 5 6.2 5.2 Ⅸサンボアンガ半島 3 4.9 3.6
Ⅹ北ミンダナオ 10 13.3 8.2 Ⅹ 7 9.4 6.5 Ⅹ北ミンダナオ 5 5.7 4.5
Ⅺ南ミンダナオ 5 14.5 8.4 Ⅺ 5 10.6 6.6 Ⅺダバオ地方 4 6.6 4.7
Ⅻ 5 7.8 5.2 Ⅻソクスクサルゲン 4 6.3 4.2
カラガ 5 6.3 2.6












































































から第地区（うち第Ⅳ地区には A と B の２地
区がある）までの序数と地域名で示される地区
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ティア」の消滅［Huke 1963, 152; Wernstedt and 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ン 中 央 銀 行 で あ っ た と い う［Wernstedt and 
Spencer 1967, 685 n.19］。ただし，そのときの範
囲は４市４町であった。
（注６）『行革プラン』第1巻は A から F まで
の６編に分かれ，A. まえがき，B. 行政制度の進
化，C. 経済開発行政，D. 社会開発行政，E. 中央
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付表２　マグサイサイ政権下GSRC勧告の行政地区と構成州（1956年）
行政地区 構　成　州（54州）
第Ⅰ地区
第Ⅱ地区
第Ⅲ地区
第Ⅳ地区
第Ⅴ地区
第Ⅵ地区
第Ⅶ地区
第Ⅷ地区
北イロコス，南イロコス，ラウニオン，アブラ，マウンテンプロビンス，パンガシナン，タ
ルラク，サンバレス
バタネス，カガヤン，イサベラ，ヌエバビスカヤ
バタアン，ブラカン，ヌエバエシハ，パンパンガ，マニラ，カビテ，ラグナ，バタンガス，
リサール，ケソン，マリンドゥケ，西ミンドロ，東ミンドロ，パラワン
アルバイ，北カマリネス，南カマリネス，カタンドゥアネス，マスバテ，ソルソゴン
アンティケ，カピス，イロイロ，西ネグロス，ロンブロン
ボホール，セブ，東ネグロス，レイテ，サマール
北ラナオ，南ラナオ，西ミサミス，北サンボアンガ，南サンボアンガ，スールー
アグサン，ブキッドノン，コタバト，ダバオ，東ミサミス，北スリガオ，南スリガオ
（出所）De	Guzman	and	Associates（1969,	261-264）．
（注）マニラ市を除く市はすべて州に含めた。なお，この時点で地域名は存在しなかった。
付表１　現行広域行政地区と構成州（2010年12月31日現在）
行政地区（地域名） 構　成　州（80州）
NCR
CAR
第Ⅰ地区（イロコス）
第Ⅱ地区（カガヤンバレー）
第Ⅲ地区（中部ルソン）
第Ⅳ-A地区（カラバルソン）
第Ⅴ地区（ビコール）
第Ⅳ-B 地区（ミマロパ）
第Ⅵ地区（西ビサヤ）
第Ⅶ地区（中ビサヤ）
第Ⅷ地区（東ビサヤ）
第Ⅸ地区（サンボアンガ半島）
第Ⅹ地区（北ミンダナオ）
第Ⅺ地区（ダバオ地方）
第Ⅻ地区（ソクスクサルゲン）
第地区（カラガ）
ARMM（イスラム教徒自治区）
（マニラ首都圏）
アブラ，アパヤオ，ベンゲット，イフガオ，カリンガ，マウンテンプ
ロビンス
北イロコス，南イロコス，ラウニオン，パンガシナン
バタネス，カガヤン，イサベラ，ヌエバビスカヤ，キリノ
アウロラ，バタアン，ブラカン，ヌエバエシハ，パンパンガ，タルラク，
サンバレス
バタンガス，カビテ，ラグナ，ケソン，リサール
アルバイ，北カマリネス，南カマリネス，カタンドゥアネス，マスバテ，
ソルソゴン
マリンドゥケ，西ミンドロ，東ミンドロ，パラワン，ロンブロン
アクラン，アンティケ，カピス，ギマラス，イロイロ，西ネグロス
ボホール，セブ，東ネグロス，シキホール
ビリラン，東サマール，北サマール，西サマール，レイテ，南レイテ
北サンボアンガ，南サンボアンガ，サンボアンガシブガイ
ブキッドノン，カミギン，北ラナオ，西ミサミス，東ミサミス
東ダバオ，コンポステラバレー，北ダバオ，南ダバオ
（北）コタバト，サランガニ，南コタバト，スルタンクダラート
北アグサン，南アグサン，ディナガット諸島，北スリガオ，南スリガオ
バシラン，南ラナオ，マギンダナオ，スールー，タウイタウイ
（出所）NSO（2010,	74-76）．
（注）本表では構成市はすべて構成州に含めた。なお，州の順序は出所のまま。
フィリピンの広域行政地区
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付表３　マルコス政権下行政改革時の行政地区と構成州（1972年）
行政地区（地域名） 構　成　州（68州，ただし準州を除く）
第Ⅰ地区（イロコス）
第Ⅱ地区（カガヤンバレー）
第Ⅲ地区（中部ルソン）
第Ⅳ地区（南部タガログ）
第Ⅴ地区（ビコール）
第Ⅵ地区（西ビサヤ）
第Ⅶ地区（中ビサヤ）
第Ⅷ地区（東ビサヤ）
第Ⅸ地区（西ミンダナオ）
第Ⅹ地区（北ミンダナオ）
第Ⅺ地区（南ミンダナオ）
北イロコス，南イロコス，ラウニオン，パンガシナン，アブラ，ベンゲッ
ト，マウンテンプロビンス
バタネス，カガヤン，イサベラ，ヌエバビスカヤ，キリノ，イフガオ，
カリンガ−アパヤオ
バタアン，ブラカン，ヌエバエシハ，パンパンガ，タルラク，サンバ
レス
マニラ，リサール，カビテ，ラグナ，バタンガス，ケソン，アウロラ（準
州），マリンドゥケ，東ミンドロ，西ミンドロ，パラワン，ロンブロン
北カマリネス，南カマリネス，アルバイ，カタンドゥアネス，マスバテ，
ソルソゴン
アンティケ，アクラン，カピス，イロイロ，ギマラス（準州）西ネグ
ロス
セブ，ボホール，東ネグロス，シキホール（準州）
レイテ，南レイテ，ビリラン（準州），北サマール，東サマール，西サ
マール
北サンボアンガ，南サンボアンガ，スールー
ブキッドノン，カミギン，東ミサミス，西ミサミス，北ラナオ，南ラ
ナオ，北アグサン，南アグサン，北スリガオ，南スリガオ
東ダバオ，北ダバオ，南ダバオ，コタバト，南コタバト
（出所）PCR（1973a,	30-31）．
（注）構成市はすべて州に含めた。ただし，マニラは１州とした。なお，下線州（パンガシナン）は出所の PCR
では第Ⅲ地区に含まれたままである。
